


　市街化区域内の工業地域、工業専用
地域、準工業地域及び市街化調整区域
において、工場等の敷地として利用され
ている土地をいいます。

　市街化調整区域内における用途の転
換の可能性を持つ林地をいいます。

注意１　平均価格は、全地点の価格を合計し、地点数で割ったもの、平均変動率は継続地点の変動率を合計し、継続地点数で割ったものを示しています。

注意２　平均価格が前年より上昇していても、平均変動率は必ずしも上昇しません。価格の上昇・下降についての傾向は、平均変動率を参考にして下さい。

Ⅱ　平成29年地価公示　区別・用途別平均価格及び平均変動率
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工　　業　　地 調整区域内林地

※「宅地見込地」及び「調整
区域内林地」の地点につい
ては、平成26年地価公示に
おいて廃止されたものの、
平成29年地価公示より再び
調査しています。
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21 20 175,800 2.1 2 0 10,300

1 1

新規 4 3 247,500

用途の説明

（用途地域について
は巻末の凡例を参

照して下さい。）

　市街化区域内の第一・二種低層住居
専用地域、第一・二種中高層住居専用
地域、第一・二種住居地域、準工業地
域及び市街化調整区域内において、居
住用の建物の敷地として利用されてい
る土地をいいます。

 　市街化区域内の第一・二種低層住居
専用地域、第一・二種中高層住居専用
地域、第一・二種住居地域のうち、現に
大部分の土地が宅地以外（農地、山林
等）として利用されており、かつ、将来に
おいて市街化されることが社会的に見
て合理的と求められる地域内の宅地化
されていない土地をいいます。

　市街化区域内の準住居地域、近隣商
業地域、商業地域、準工業地域及び市
街化調整区域において、商業用の建物
の敷地として利用されている土地をい
います。
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瀬 谷 区 2 2 274,500 0.824 23 171,500 0.3

泉 区 26 25 193,500 1.1 1 0 120,000

13 11 376,400 1.4

栄 区 23 22 167,700 0.1 218,500 0.92 2

戸 塚 区 41 40 190,200 0.6

6 6 441,200 1.8

都 筑 区 25 25 257,400 1.6 471,000 1.96 5

青 葉 区 49 47 279,500 1.4

1 0 80,000

13 13 581,200 2.5

緑 区 25 24 211,400 0.5 344,200 1.0新規 5 5

港 北 区 45 44 284,600 1.6

7 6 288,600 0.8

金 沢 区 32 32 180,300 0.2 285,600 1.05 5

磯 子 区 19 19 184,400 0.1

6 6 286,500 1.5

旭 区 31 31 182,200 0.2 276,200 1.86 6

保土ケ谷区 27 26 186,100 0.2

8 8 335,600 1.6

港 南 区 34 33 197,900 0.6 419,200 0.99 9

南 区 19 19 209,400 1.2

18 18 1,465,100 6.3

中 区 15 15 319,600 2.3 663,000 3.126 25

西 区 8 8 264,800 2.3

14 434,300 2.4

神奈川区 24 24 249,700 2.5 503,700 4.312 11

鶴 見 区 28 28 252,800 1.3
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横 浜 市 495 485 221,500 0.9 559,500 2.6新規 162 155
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